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《事実の概要》
平成８年、病原性大腸菌（O―157）による食中毒の多発が社会問題となったた
め、平成９年にと蓄場法施行令が改正され、衛生基準が厳格化された。そして、
同施行令中「一般と蓄場の構造設備の基準」および「検査の方法」の改正内容に
ついては、牛または馬につき、平成12年４月１日から施行されることとなった。
熊本県八代市（以下、「市」という）は、その経営すると蓄場である八代市食肉セ
ンター（以下、「本件食肉センター」という）について、新基準に不適合であり、
また改正後の構造設備基準に適合する新しい施設を建設するには多額の費用が掛
かることから、平成12年３月31日付けで本件食肉センターを廃止することとし
た。その際、当時市長の職にあったY（被告、控訴人、被上告人）は、本件食肉セ
ンターの利用業者及び本件食肉センターで働くと殺業務従事者に対して、合計３
億1209万5000円の支援金（以下、「本件支援金」）を支払った。なお、本件支援金
は、予算上、「補償、補塡及び賠償金」の節に計上されたものである。市の住民
であるXら（原告、被控訴人、上告人）が、本件支援金の支出は違法な公金の支
出であり、市は本件支援金と同額の損害を被ったとして、地方自治法242条の２
第１項４号（平成14年法律第４号による改正前のもの）に基づき、市に代位して、
Yに対して損害賠償を求めて出訴した事案である。
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《審理の経緯》
(１）第１審（熊本地裁平成16年７月16日判決、判自279号103頁）
第１審は、まず、本件支援金を補償金として支出することの法的根拠に関し
て、本件と蓄場の利用者と市との間には委託契約等の継続的契約関係はなく、ま
た、と殺業務従事者らと市との間にも雇用契約等の継続的契約関係はないことか
ら、利用者らは食肉センターの利用に関して何らかの権利を有していたというこ
とはできないとした上で、国有財産法19条、24条の類推適用又は憲法29条３項に
よる損失補償の要件を充足していないとした。
続いて、本件支援金が地方自治法232条の２所定の補助金としての要件を充足
しているかを判断している。まず、実体的要件としての「公益上の必要性」につ
いては、と畜場法上の規制は公衆衛生の観点からの規制であって、これを根拠に
利用業者の業務に公益性があるということはできないし、また、本件支援金の支
出につき、市民への食肉の安定供給という目的があったとは認めることができな
いとして、「公益上の必要性」を否定している。さらに、手続的要件についても、
「予算議決においては、目節の内容も考慮されうることとなるから、無制限に流
用を認めることはできない」としたうえで、市費補助等取扱要綱の内容からする
と、「当初から本件支援金を予算科目上補助金としていた場合、執行部の答弁は
明らかに市費補助等取扱要綱に反しているのであるから、本件予算案について議
会の議決が得られたとは到底考えられない。」しかも、「本件支援金を補助金とし
て予算計上することができなかったため、補償金としたのであるから、後になっ
て流用が可能であるという主張を採用することはできない。」として、さらに、
被告の過失を認め、請求を認容した。
(２）控訴審（福岡高裁平成23年５月24日判決、判自353号62頁）（以下「差戻
前控訴審」）
Yは、差戻前控訴審において、第１審では主張しなかった、同和対策事業と
しての性格を考慮すべきとの主張を追加した。福岡高裁は、Yの主張を受け入
れる形で、本件食肉センターの設置・運営の経緯や利用の実態、そして、同和対
策事業の一環であることを重視し、「（利用業者らが）本件食肉センターを継続し
て利用することについて、保護を受けるべき法的利益を有するに至っていたもの
と認めるのが相当であり、……専ら食肉センターを利用することによって生計を
維持していた利用業者及びと殺業務従事者らに対しては、食肉センターの業務休
止に伴う損失については補償をすることが相当であるとして、市が相当とする範
囲において、食肉センターの業務休止にともなう損失を補償する旨の措置を決定
し、予算項目を「補償、補塡及び賠償金」とする本件予算案を作成して、市議会
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に説明をし、市議会も本件予算案の当否を審議した上で、賛成多数でこれを可決
したこと、控訴人は、市議会の前記議決を踏まえて、市長として、本件支援金の
支出を実行したのであり、このような市の食肉センターにおけると畜業務とのか
かわり、利用業者及びと殺業務従事者らの食肉センターにおける業務と生計の程
度等にかんがみると、市が、利用業者及びと殺業務従事者らに対して、食肉セン
ターの業務休止に伴う損失を補償するとして本件支援金を支出したことには合理
性があり、控訴人は、前記のとおり、市議会の議決を踏まえて、食肉センターの
業務休止に伴う利用業者及びと殺業務従事者らの損失に対する補償として、本件
支援金を支出したのであるから、上記支出については、公益上の必要があると認
められ、また、本件支援金が、食肉センターの業務休止に係る補償とかかわりの
ないところに流用されるおそれがあるとは認められず、裁量権を逸脱し、又は濫
用したものとして、その支出が不合理であるとする事由も存しない。」として、
第１審判決を取り消した。
(３）上告審（最高裁第３小法廷平成22年２月23日判決、裁報1502号２頁、判
時2076号40頁、判タ1322号65頁 、判自353号96頁）
上告審は、まず、損失補償としての支出の適否につき、「行政財産である本件
と畜場の利用資格に制限はなく、利用業者又はと殺業務従事者らと市との間に委
託契約、雇用契約等の継続的契約関係はないというのであるから、単に利用業者
等が本件と畜場を事実上、独占的に使用する状況が継続していたという事情をも
って、その使用関係を国有財産法19条、24条２項を類推適用すべき継続的な使用
関係と同視することはできない。」とし、また、「利用業者等は、市と継続的契約
関係になく、本件と畜場を事実上独占的に使用していたにとどまるのであるか
ら、利用業者等がこれにより享受してきた利益は、基本的には本件と畜場が公共
の用に供されたことの反射的利益にとどまるものと考えられる。……本件と畜場
は、と畜場法施行令の改正等に伴い必要となる施設の新築が実現困難であるため
にやむなく廃止されたのであり、そのことによる不利益は住民が等しく受忍すべ
きものであるから、利用業者等が本件と畜場を利用し得なくなったという不利益
は、憲法29条３項による損失補償を要する特別の犠牲には当たらないというべき
である。」とし、国有財産法19条、24条２項を類推適用による損失補償、憲法29
条３項による損失補償のいずれも不適法であるとした。
一方、本件支援金を補助金としての支出とみた場合につき、「本件支援金の支
出が実質的には補助金の支出としてされたものであり、その支出に公益上の必要
があることがうかがわれるとしても、それが補助金の支出として適法なものであ
るというためには、「補償、補塡及び賠償金」の節に計上されていた本件支援金
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を補助金と解することにより、実質的に議会による予算統制の潜脱となるような
違法な予算執行を許容するに等しい結果をもたらさないか否か等について審理、
判断する必要があり、本件支援金が他に流用されるおそれがないとする点も、本
件支援金の支出方法が市費補助等取扱要綱の趣旨を損なうものではないかという
点を含めて説示されるべきである。したがって、原審が本件支援金の法的性格を
補助金と解していたとすれば、その支出に合理性及び公益上の必要があることな
ど原審摘示の諸事情のみを理由に、本件支援金の支出が違法であるとはいえない
とした原審の判断には、審理不尽の結果法令の解釈適用を誤った違法がある。」
として、原判決を破棄し、福岡高裁に差し戻した。
《判旨》
Y敗訴部分取消
(１）公益上の必要性について
?地方公共団体が補助をするための「公益上必要がある場合」（地方自治法232条
の２）の要件については、様々な行政目的をしんしゃくした政策的な考慮が求め
られることからすると、基本的には、各地方公共団体、最終的には支出の権限を
有する地方公共団体の長等の判断によらざるを得ず、この要件の具備についての
各地方公共団体の判断は、特に社会通念上不合理である場合又は特に不公正な点
がある場合でない限り、これを尊重するのが相当である。」
?本件支援金の支出は、長期間食肉センターに依存しながら、生計を立ててき
た利用業者について、同和対策事業の一環として、また、地域の産業の振興及び
職業の安定等を図るために、その業務の継続のための資金を補助するために行わ
れたものであるということができる。また、と殺業務従事者らに対する本件支援
金の支出は、と殺業務従事者らは利用業者からと殺又は内臓洗いの業務を請け負
い、食肉センター内で勤務し、利用業者と同様、長期間食肉センターに依存しな
がら、生計を立ててきた者であるところ、食肉センターでの事業が休止したこと
により、と殺業務従事者らが日常的に行っていた職が失われた結果、収入が途絶
えたことに対する支援策として行ったものであるということができる。」
?以上からすると、本件支援金は補助金としての性質を有しており、その支出
については、同和対策事業の目的及び地域の産業の振興及び職業の安定等を図る
目的に照らし、特に社会通念上不合理な点や特に不公正な点は見受けられず、公
益上の必要性があると認められる。」
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(２）本件支援金を補助金と解することにより、実質的に議会による予算統制
の潜脱となるような違法な予算執行を許容するに等しい結果をもたらさ
ないか否かについて
①損失補償金として議決された予算を補助金として予算執行をすることができ
るか
?（予算科目上の）目節は、予算執行のために定められる科目であり（地方自治法
施行令150条１項）、予算議決の対象とならないから、普通地方公共団体の長にお
いて目節の間の流用を実施することは、普通地方公共団体の長の予算執行におけ
る裁量の範囲内の行為として原則として許容されるというべきであるが、他方、
歳出予算について目節が設けられたのは、議会による予算統制の一環であること
からすると、実質的に議会による予算統制の潜脱となるような違法な予算執行を
許容するに等しい結果をもたらすような執行（目節間の予算の流用）は、裁量権
の逸脱、濫用として許されないというべきである。」
②本件支援金を補助金と解することにより、実質的に議会による予算統制の潜
脱となるような違法な予算執行を許容するに等しい結果をもたらさないか
?控訴人を含めた市の執行部が、市議会に予算を提出する際、本件支援金につ
いて損失補償金の節に計上したのは、……控訴人の委嘱を受けた農政課が調査、
検討した結果に基づくものであり、本件支援金が損失補償金であるとする判断に
ついて理由がないわけではなく、少なくとも、控訴人を含めた市の執行部の者
に、補助金の性質を有する本件支援金を損失補償金として予算計上することによ
り、不当に予算を取得する目的があった等の事情は認められない。……（市議会
経済企業委員会、市議会定例会において）議員からその法的根拠を問題とする意見
はなかったものの、議員らは、本件支援金が利用業者等に対する支援措置である
こと、すなわち補助金としての法的性質を有することを了解していたことが認め
られるとともに、使途については、市において調査できないとしてもやむを得な
いと認識した上で、本件支援金についての予算を可決したことがうかがわれる。
……歳出予算として認められた本件支援金の全額をその趣旨で支出し、さらに、
決算書の備考欄には、「食肉センター業務休止に伴う食肉流通業者等支援事業」
と明示され、市議会議員もそのような支出であることを了解して決算決議をして
いる上、……本件支援金の支出の節が補助金とされずに決算の決議がされたこと
をもって、実質的に議会による予算統制の潜脱となるような違法な予算執行を許
容するに等しい結果が生じたということはできない」
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(３）本件支援金が他に流用されるおそれがないか
?市費補助等取扱要綱の趣旨は、……補助金の給付を求める者が提出する申請
書類等をもって補助金の支出の必要性や金額の相当性等を判断するとともに（同
第２条）、支出された補助金が他に流用されることを防止すること（同第３条、第
４条）にあると解される。……本件では、市の職員が利用業者に対して直接調査
を行い、また、本件支援金の支出や金額等について検討されており、その支出の
必要性や金額の相当性等についての判断が行われていると認められる。また、
（支援金支出のための）本件各契約書には、本件支援金の支給の目的に加え、利用
業者については、その趣旨に沿って使用するものとする旨の条項があること、及
びと殺業務従事者らに対しては失業に対する支援策として本件支援金が給付され
るものであることからすると、明文上、と殺業務従事者らに対しては給付された
支援金の使途についての制限はないが、控訴人又は市は、利用業者等に対して
は、契約上、契約の履行を確保するための調査や指導をすることが可能であるほ
か、本件支援金について趣旨に反した支出をした場合等において、その金員の返
還を求める等の措置を採ることが可能であると解される。……本件支援金を補助
金と解することによって、支出した補助金の他への流用の防止という市費補助等
取扱要綱の趣旨が損なわれているものとはいえないというべきである。」
《検討》
Ⅰ．はじめに
第１審から差戻後控訴審に至るまでの争点は大きく３つに分けることができ
る。まず、本件支援金支出の法的根拠、言い換えれば、本件支援金を補償金と見
るか補助金と見るかの問題である。次に、本件支援金を補償金と見た場合の適法
性の問題である。最後に、仮に、本件支援金の支出が補償金の支出として違法で
あるとしても、補助金の支出として適法と見ることができるかの問題である。
まず、本件支援金支出の法的根拠の問題につき、第１審判決は、補償金と補助
金いずれの支出としても違法であると判断した。これに対して、差戻前控訴審判
決は、「（Yは）市議会の議決を踏まえて、食肉センターの業務休止に伴う利用業
者及びと殺業務従事者らの損失に対する補償として、本件支援金を支出したので
あるから、上記支出については、公益上の必要があると認められ、また、本件支
援金が、食肉センターの業務休止に係る補償とかかわりのないところに流用され
るおそれがあるとは認められず、裁量権を逸脱し、又は濫用したものとして、そ
の支出が不合理であるとする事由も存しない。」として、本件支援金の支出は違
法ではないと判断した。しかし、判決文からは、「損失に対する補償」ないし
「業務休止に係る補償」という表現を用いていることから補償金として理解して
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いるようにも見えるが、反面、「公益上の必要」ないし「流用されるおそれ」と
いう表現からは補助金として理解していたようにも読み取れる。上告審におい
て、最高裁は、継続的な使用関係が存在しないことから国有財産法19条、24条２
項の類推適用を否定し、さらに、利用業者等の不利益は憲法29条３項による損失
補償を要する特別の犠牲には当たらないとして、損失補償金としての支出の法的
根拠を否定した。最高裁は、続いて、補償金としての本件支援金の支出は実質的
には補助金として支出されたものであり、公益上の必要があることがうかがわれ
るとしたうえで、差戻前控訴審判決は、補助金の支出の適法性に関する審理が不
十分であるとして福岡高裁に差し戻した。
上記の最高裁判決を受けて、本判決は、本件支援金の支出を補助金の支出とし
て適法とみることができるか否かを判断している。その際の争点は、まず、本件
支援金の支出に公益上の必要性が認められるかという実体的要件の問題と、補助
金支出の手続的要件を充足しているかの問題である。特に、手続的要件の審理に
おいては、①「補償、補塡及び賠償金」の節に計上されていた本件支援金を補助
金と解することにより、実質的に議会による予算統制の潜脱となるような違法な
予算執行を許容するに等しい結果をもたらさないか否か、そして、②本件支援金
の支出方法が市費補助等取扱要綱の趣旨を損なうものではないかという、最高裁
が説示した判断基準に沿って判断している。
以下では、まず、地方公共団体が交付する補助金に関する法令体系を概観した
後、本判決の審理の対象となっている補助金支出の適法性判断を実体的統制と手
続的統制に分けて検討する。
Ⅱ．補助金に関する法令の体系
補助金とは、一般的に、「公行政主体によって、特定の公共目的の促進のため
に私人又は他の行政主体に対して給付される、無償の金銭的
(１)
給付」と定義され
る。しかし、その実際は、支援金、奨励金、助成金、交付金、協力金などで様々
な形で用いられ、また、その実態は一概では
(２)
ない。補助金は、公共目的の促進を
目的とすることから、その使途が制約され、また受給者には特定に義務が発生す
る点で、同じく無償の金銭的給付である賠償金や補償金と区別される。ここで、
(１) 碓井光明「補助金」雄川＝塩野＝園部編『現代行政法大系10―財政』（有斐閣、1984年）
225～226頁。村上＝白藤＝人見編『新基本法コンメンタル―地方自治法』283頁（占部裕典
執筆）。
(２) 例えば、愛媛県松山市の場合、雨水利用促進助成金、緑のまちづくり奨励金、職業訓練
受講給付金、合併処理浄化槽の補助金などの制度があるが、これらはいずれも補助金の性質
をもつものである。
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まず、本件の支援金のように、補償金としての意味合いを有する補助金も存在す
ることに触れておきたい。この点、最高裁は、補償金としての支出としては違法
であると判示しているが、本件支援金が、予算としては補償金として計上されて
いること、予算案の作成と審議の過程においては補償金として考えられていたこ
と、さらには、類似した事例において、補償金として支出した
(３)
実例があることな
どにかんがみると、少なくとも本件支援金が補償金としての性質を合わせて持つ
ことは否定できないと思われる。これは賠償金と補助金との関係においても、そ
のまま当てはまるであろう。
従来、補助金行政における行政法学の関心ないし補助金交付行政をめぐる紛争
の形態は、補助金の交付を受ける側から、補助金交付請求権が認められるか否
か、そして、補助金交付決定を抗告訴訟で争うことができるかの問題、言い換え
れば、補助金交付決定の処分性が認められるか否かの問題に集中していたという
ことができる。また、法律留保論をめぐる根源的な問題として、補助金を交付す
るにあたって根拠規範（授権規範）が必要か否かの
(４)
問題が存在していた。しかし、
次第に、補助金の支出の是非をめぐって住民が住民監査請求や住民訴訟で争う紛
争形態が増加しているのが現状であり、その際の争点は、地方自治法232条の２
に規定する「公益上の必要」の判断に関わる実体的審査が中心となっていた。本
来であれば、地方自治法232条の２の規定に加えて、各自治体の条例、規則、要
綱などにおいて、「公益上の必要」を具体化した要件を定め、補助金行政の適正
化を図るとともに、住民監査請求や住民訴訟の段階におけるより精密な審査が可
能にすることができるようにするのが望ましいことは言うまでもない。しかしな
がら、その現状は、各自治体の条例、規則、要綱に不備があったり、もっぱら手
続的要件のみを規定している場合が多い。本件においても、実体的統制に関する
規範は地方自治法323条の２の「公益上の必要」が中心であり、市費補助等取扱
要綱は手続的統制の規範として位置付けられる。
(３) 本件判決文の中でも、同じ事案において、別府市、宇佐市、杆築市、唐津市、本渡市が
補償金を支払ったことが明らかになっている。本件判決第３、１、（２）、ウ、また、第３、
１、（８）（判自353号87、88頁）。
(４) 本稿において、これらの争点が直接関係するところではないが、補助金行政と法律の留
保に関しては、塩野宏「資金交付行政と法律の根拠」国家学会雑誌78巻３＝４号（1964年）
と碓井光明「地方公共団体の補助金交付をめぐる法律問題（上）」自治研究56巻第６号
（1979年）を参照せよ。
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Ⅲ．公益上の必要性について
(１）地方自治法232条の２
地方自治法232条の２は、「普通地方公共団体は、その公益上必要がある場合に
おいては、寄付又は補助をすることができる」としている。この規定は、沿革上
は、普通地方公共団体の補助金交付の権能を確認すると同
(５)
時に、地方公共団体の
支出が無制限に拡大しないよう、公益上必要がある場合に限って補助金を交付す
ることができることを確認
(６)
することから、二つの意味においての確認規定という
ことができる。そして、公益上の必要があるかどうかに関する認定は、個々の事
例に応じて、第１次的には予算の調製の段階で地方公共団体の長が判断し、最終
的には議会が予算の審議の段階で判断することに
(７)
なる。こうして「公益上の必要
性」の認定に関する地方公共団体の裁量が認められるが、その際の裁量は全くの
自由裁量行為ではなく、客観的にも公益上の必要性があると認められなければな
らないことは言うまでも
(８)
ない。熊本地裁昭和51年３月29日判決は、「「公益上の必
要性」の存否については、地方自治体のこの点に関する判断につき著しい不公正
もしくは法令違背が伴わない限り、これを尊重することが地方自治の精神に合致
(９)
する」とし、地方公共団体の広範な裁量を認めている。また、上記判決ほど広範
ではないが、旭川地裁平成６年４月26日
(10)
判決も、「その地域内の住民が行政権に
対して要求する様々な政策要求に対し、その優先的関係を政治的に決定してその
行政目的を達成し、もって、住民の福祉増進するところにその本質があるのであ
るから、公益上の必要性の有無の判断は、第１次的には、当該地方公共団体の議
会や首長こそが、これをよく判断し得るものであって、その裁量にゆだねられて
いると解すべきである」として、裁量を認めて
(11)
いる。このように、「公益上の必
要性」に関する司法審査は、地方公共団体の議会と首長の裁量を認めたうえで、
その裁量権行使の逸脱・濫用を審査することが正式化されているということがで
(12)
きる。
(５) 地方自治総合研究所監修・古川卓萬＝澤井勝編著『逐条研究地方自治法Ⅳ』（敬文堂、
2000）262頁参照。
(６) 塩野宏「補助金交付決定をめぐる若干の問題点」同『法治主義の諸相』（有斐閣、2001
年）（初出：雄川一郎先生献呈論集『行政法の諸問題・中巻』）187頁。
(７) 松本英和『要説地方自治法［第7次改訂版］』（ぎょうせい、2011年）496頁。
(８) 行実昭和28・６・29、自行行発第186号。
(９) 行集27巻３号416頁。名古屋地裁昭和56年11月30日判決（判時1049号29頁）も同趣旨で
ある。
(10) 行集45巻４号1112頁。
(11) 同控訴審札幌高裁平成９年５月７日判決（行集48巻５・６号393頁）高知地裁平成10年
１月16日判決（判時1674号53頁）も同趣旨。
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そして、公益性判断における首長と議会がどのような関係にあるのか、言い換
えれば、どちらの方に裁量を認めるかが問題とあり得る。この点、首長の裁量に
委ねられていると見ることはできないという
(13)
見解と、住民訴訟において被告とな
るのは首長であるから首長の裁量権行使の逸脱・濫用を審査するのが率直である
という
(14)
見解がある。補助金支出における「公益上の必要性」に関しては、第１次
的には首長が予算調製の段階で判断し、最終的には議会が予算審議の段階で判断
することになり、いずれの段階においても裁量が認められるが、議会の判断が首
長の判断に優先することは否定できないであろう。
この点、本件判決が、「公益上の必要性」の判断に関して、「様々な行政目的を
しんしゃくした政策的な考慮が求められることからすると、基本的には、各地方
公共団体、最
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、（傍点は筆者）」としたことは、その意味するところが必ずしも明確では
ないが、あたかも首長の裁量が議会の裁量に優先するという意味で捉えかねない
ことから、上記に述べた公益性判断における首長と議会の関係からみると問題が
ないとはいえない。
(２）公益上の必要性判断にかかる裁量の司法統制
上述したように、地方公共団体が補助金を支出することは、基本的には議会と
長の裁量が認められ、裁量の逸脱・濫用がある場合のみに違法となるが、その
際、裁判所はどのような審査方法と取るべきか、またどのような場合に裁量の逸
脱・濫用があったと認められるかが問題となる。
まず、裁判所は積極的に公益性の認定をすべきではないという見解がある。碓
井氏は、「裁判所が公益上の必要性を判断しなければならないものとするならば、
裁判所に困難を強いるばかりでなく、地方公共団体と裁判所との関係において、
裁判所の判断を優先させる結果となる」として
(15)
いる。このような見解に対して、
(12) その例は多数に上るが、さしあたり、最高裁平成17年11月10日第１小法廷判決（裁時
1399号12頁、判時1921号36頁、判タ1200号147頁）、最高裁平成23年１月14日第２小法廷判決
（判時2106号33頁、判タ1343号103頁）、甲府地裁平成24年９月28日判決（裁判所ウェブサイ
ト掲載判例）などがある。
(13) 塩野宏『行政法Ⅲ［第３版］』（有斐閣、2008年）166頁、碓井光明『要説住民訴訟と自
治体財務［改訂版］』（学陽書房、2002年）195頁。
(14) 高木光「札幌高裁平成９年５月７日判決（旭川地裁平成６年４月26日判決の控訴審）判
批」自治研究第75巻第１号110頁。
(15) 碓井光明「地方公共団体の補助金交付をめぐる法律問題（下）」自治研究56巻第８号
（1979年）36頁。ただし、碓井氏は、「補助金交付の具体的根拠を定める規範（その中に補助
金交付の原則的要件が含まれる）を要する」ことを前提としていることに注意する必要があ
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安本氏は、住民自治の観点からすれば、住民訴訟の事例においては、裁判所は積
極的に公益性の認定をすべきでないという論理は妥当ではないとする見解が示し
て
(16)
いる。
次に、どのような場合に裁量の逸脱・濫用があったと認められるか、すなわち
公益性の判断基準の問題である。その際、行政裁量に関する司法審査に用いられ
る定型化された基準、例えば、重大な事実誤認、目的・動機違反、平等原則違
反、比例原則違反、他事考慮などの
(17)
基準は、言うまでもなく補助金交付行政にお
いても通用する。そして、補助金交付行政に特有な判断基準が、学説・判例にお
いて示されている。例えば、神戸地裁昭和62年９月28日
(18)
判決は、上記基準以外に
「普通地方公共団体が特定団体の事業活動の経費を補助することの適法性は、右
事業活動が果たすべき公益目的の内容、当該地方公共団体の財政の余裕、当該寄
付等の有効性、合目的性等を総合して判断すべき」として
(19)
いる。また、碓井氏
は、裁判所の積極的な公益性の認定には否定的であることから、①自治体の設定
している一般的規範又は議会の議決内容に違反する場合、②その他の法令に違反
する場合、③著しく不公正の認められる場合に違法となるとして、限定的な立場
をとっている。この見解に対しては、自治体の設定する根拠規範が存在しない場
合が多い現状においては、自治体の判断を無条件に是認することになるのではな
いかという指摘が
(20)
ある。
本件判決は、公益上の必要性に関する各地方公共団体の判断に関して、「特に
社会通念上不合理である場合又は特に不公正な点がある場合でない限り、これを
尊重するのが相当である」として、前記熊本地裁判決と同じような立場に立って
いるということができる。公益性判断に関する地方公共団体の裁量の範囲を最広
る。
(16) 安本典夫「東京高裁平成３年７月30日判決判批」判例評論406号（判時1433号）７～８
頁。相澤直子「最高裁平成17年11月10日判決判批」九大法学95号（2007年）160頁も同趣旨。
(17) 塩野宏『行政法Ⅰ［第５版］』（有斐閣、2009年）133～136頁。
(18) 判時1273号38頁。
(19) 前記旭川地裁平成６年４月26日判決も「当該補助金交付の目的、趣旨、受交付団体の目
的、構成員、活動状況あるいは活動計画等諸般の事情を考慮し、また、他の諸規範との総合
的な評価をして、これを決すべきものである」として、同様が見解を示している。さらに、
同判決が、「（地方公共団体が）いかなる政策を選択し、これを推進することが公益に合致す
るかについて、当該地方公共団体の住民の意思が明らかである場合には、右住民の意思に合
致するか否かが極めて重要な要素となるというべきである」としたことは、特定の政策の推
進をめぐって住民の意見が分かれている場合、一方の意見を代弁する団体に対する補助金交
付の適法性の判断基準として重要な示唆を与えるものと考えられる。同控訴審札幌高裁平成
９年５月７日判決（行集48巻５＝６号393頁）も第１審判決を支持。
(20) 相澤直子・前掲注（16）判批161頁。
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義として理解していることにはいささか疑問がある。
(３）本件における公益性判断
すでに上告審において、損失補償としての支出は違法であるとされ、また、公
益上の必要性に関してある程度お墨付きが与えられていたことから、本件判決は
損失補償に関する議論は全く展開せず、「同和対策事業の目的及び地域の産業の
振興及び職業の安定等を図る目的」から公益性を認定している。しかしながら、
本件支援金の支出が同和対策事業の一環として行われたとすることに問題がない
わけではなく、地域産業の振興という目的は本件利用業者らに特有することでは
ないこと、さらに、と殺業務従事者らに対する支出は典型的な離職補償に当たる
ものであることからすると、必ずしも原告らの主張に対する答えになっていると
は言えない。この点、本件支援金は補助金であることを前提としたうえで、差戻
前控訴審の論旨との組み合わせで、次のように整合的に理解することができたの
ではないかと考える。すなわち、本件食肉センターの利用の実態と経緯からすれ
ば、食肉センターの廃止に伴って発生する経済的不利益に関しては、何らかの措
置（補償、補助）をとるべきであるが、補償の要件には適合しない点があること
から、補助金の交付という方法で上記経済的不利益を補償するものであるから、
補助金の支出の要件としての公益上の必要性が認められる、という論理である。
このような理解は、必ずしも、損失補償としての支出は違法であるとする上告審
の判旨に反するものではなく、損失補償の必要性から公益上の必要性要件が充足
されたと見ることは可能ではないかと思われる。
特に、本件におけると殺業務従事者らに対する支援金の支出に関して言えば、
「長期間食肉センターに依存しながら、生計を立ててきた者であるところ、食肉
センターでの事業が休止したことにより、と殺業務従事者らが日常的に行ってい
た職が失われた結果、収入が途絶えたことに対する支援策」であるとしており、
これは、まさに損失補償で言う離職補償に当たるものであって、ほかに公益上の
必要性を導き出すのは困難である。
裁判例においても、補償的な意味合いを有する補助金の例が複数見ら
(21)
れる。東
京高裁平成３年６月25日
(22)
判決は、県道拡幅工事の際に、県道付近住民らによって
(21) 以下の補償的な意味合いでされた補助金の支出に関する裁判例は、最高裁判所事務総局
行政局監修『主要行政事件裁判例概観３（改訂版）―地方自治関係編―』（法曹会、1999年）
239～240頁を参照した。
(22) 東京高等裁判所（民事）判決時報42巻１～12号48頁。ただし、結論としては、当該補助
金の配分金額の算出方法などの問題から、配分は公平、平等かつ合理的なものとは言えない
として公益上の必要性を否定している。
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設立された県道拡張推進委員会に対して、県道の拡張推進事業の推進費という名
目で交付された補助金につき、「本件補助金は、むしろ、県道拡幅工事が終了し
た後、これによって生じた段差につき、段差が生じたこと自体による利用上の不
便や宅地の価格の下落等の不利益に……対する迷惑料的な趣旨の補償として住民
に配分する目的……で交付したものということができる。右のような趣旨で住民
に補償金を配分するために補助金を交付することは、本件県道の改良事業が全体
として円滑に遂行されて完成する上で一定の意義を持ち得ることは否めないか
ら、その交付の趣旨自体が公益に合致しないものとはいえないというべきであ
る。」としている。また、甲府地裁昭和59年７月９日
(23)
判決は、県が、米軍等の演
習場として、県有地を国に提供し、国から支払われた賃借料、使用料の一部を、
当該県有地につき権限を有しているが、林業経営などの権利行使ができなくなっ
た者に対して、演習場交付金を交付した事案につき、当該交付金は、被告らが県
有地において従前有していた権利の行使が演習場の存在により妨げられているこ
とへの補償の意味と、演習場を円滑に使用させるという目的をもって交付された
ものであるとして、公益上の必要性を認めている。さらに、山形地裁昭和63年４
月25日
(24)
判決は、県知事が、土地改良区に対して、農地整備事業の工事費に対する
補助金（そもそも補償金としての支出を予定していたが、補償金としての支出の根拠が
問題となったため補助金として支出された経緯がある）を交付した事例において、
「本件改良区は高速道路建設で最も大きい影響を受けた土地改良区であることが
認められ、そのために本件改良区が本件事業を実施し、その結果経営が圧迫され
たものであるから、本件改良区のみに有利な補助金を交付することも被告の裁量
の範囲内である」として、補償的意味合いの補助金支出に公益上の必要性を認め
ている。
Ⅲ．補助金交付手続の違法性
上告審判決が、損失補償金として議決された予算を補助金として予算執行する
ことが、実質的に議会による予算統制の潜脱となるような違法な予算執行を許容
するに等しい結果をもたらさないか否か、そして本件支援金が流用されるおそれ
があるか否かに関する審理不尽があるとしたことから、本件においては、補助金
交付の手続的違法性に関して詳細な検討を行っている。
(23) 判自６号４頁。
(24) 判自47号26頁。
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(１）損失補償金として議決された予算を補助金として予算執行をすることが
できるか
①予算の流用
予算科目は、その目的に従って款項に区分され（地方自治法216条）、さらに執
行科目として各項の内容を明らかにするため目節を設ける（同法施行令150条１
項）。このうち、議会の議決の対象となるのは款項のみであり、目節は予算議決
の対象では
(25)
ない。そして、款項の間には原則的に流用が禁止されているが（同法
22条２項）、目節の間の流用を禁止する規定は存在しないことから、目節間の予
算の流用が禁止されているものとはいえ
(26)
ない。
しかし、目節間における予算の流用を一般的に禁止する規定は設けていないも
のの、「予算議決においては、目節の内容も考慮されうる」とした本件第１審判
決や、目節間の流用を積極的に許容する規定を設けていない趣旨は、「執行機関
が、予算その他の議会の議決に基づく事務等を誠実に管理し、執行する義務を負
っていること（同法138条の２）を当然の前提とした上で、予算議決時の事情がそ
の後変化し、あるいは、その後新たな事情が判明したなどにより、予算の流用を
一定の範囲で許容しなければ、臨機に適切な予算執行を実現することができない
場合に対処するために、予算の流用を目節間に限りやむを得ない手段として許容
したものであると解される」とした、東京高裁平成15年12月10日
(27)
判決からする
と、目節間の流用も例外的に認められるというべきである。
②本判決の検討
本件判決が、「普通地方公共団体の長において目節の間の流用を実施すること
は、普通地方公共団体の長の予算執行における裁量の範囲内の行為として原則と
して許容されるというべきである」としたのは、目節間の流用に関する上記の理
解と異なるものであって、いささか行き過ぎた考え方のようにも思われる。いず
れにしても、実質的に議会による予算統制の潜脱となるような違法な予算執行を
許容するに等しい結果をもたらすような執行が許されないことは言うまでもない
(25) 長野士郎『逐条地方自治法［第２次改定新版］』（学陽書房、1995年）657頁・670頁。
(26) この点を確認する判例としては、東京高裁平成15年12月10日判決（判時1849頁）と東京
地裁平成16年４月28日判決（裁判所ウェブサイト掲載判例）がある。両判決は、議会が当該
事業の実施を否定して予算から削除した事業の費途に充てることを目的とする予算執行であ
り、議議会による予算統制を定めた地方自治法の趣旨に反するとともに、普通地方公共団体
の長が当該目節の区分に従って歳入歳出予算を執行するための手続を設けた趣旨にも反する
として、目節間の流用を制限している。
(27) 判時1849号37頁、判自254号21頁。
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ことである。
ところで、本件判決が、補償金として議決された予算を補助金として支出する
ことが可能かという問題を、予算科目における目節間の流用の問題として処理し
たことには疑問がある。すなわち、予算の流用とは、一般的に、「予算の補正等
を行わないで、予算執行上の処理として、一定の経費に充てるための財源を他の
支出費目に充当する
(28)
こと」をいうが、本件において見れば、損
・
失
・
補
・
償
・
金
・
と
・
し
・
て
・
の
・
予算案の議決は当初から違法なものであり（上告審が損失補償の要件を充足してい
ないとしたことから）、適法な予算が存在しない限り予算の流用の問題を論ずる余
地はないのではないか。当該予算案の議決を有効なものとするためには、最初か
ら補
・
助
・
金
・
と
・
し
・
て
・
の
・
議決があったと見るしかない。また、結果的にも支援金の支出
先は最初から議会が予定していた本件利用業者らやと殺業務従事者らであり、上
記の定義でいう「他の支出費目に充当」したわけでもない。こうしてみると、本
件においては、予算の流用の問題ではなく、損失補償金としての議決を補助金と
しての議決と同視することができるか否かを判断すべきではなかったか。つま
り、本件判決が、議会における審議の経緯などから（必ずしも論拠を明確に述べて
いるわけではないが）「補助金としての法的性質を有することを了解していたこと
が認められる」としていることから、損失補償金としての予算案議決を補助金と
しての予算案議決と見ることができるから予算の流用問題は生じないとした方
が、より論理的な理解ではなかろうか。
また、上告審が、補償金として議決された本件支援金を補助金と解することに
より、実質的に議会による予算統制の潜脱となるような違法な予算執行を許容す
るに等しい結果をもたらさないか否かを審理・判断する必要があるとした趣旨
も、上記のように理解するのが妥当ではないかと思われる。このことと関連し
て、「市の執行部職員が、市議会において、本件支援金は、事後の清算や使途の
確認を要する補助金とは異なるもので、市が支援金の使途について最終的に確認
することはできない旨説明していたこと、本件支援金の使途の詳細については一
部を除き明らかになっていないこと等を、いかに評価するかという問題が存在」
するという
(29)
指摘があり、今後最高裁がどのように判断するのかが注目される。
(２）本件支援金が他に流用されるおそれがあるか否か
①要綱の規範的位置付け
要綱は、内部的規範であって、要綱に違反したり要綱に定められた手続を経て
(28) 松本・前掲注（７）479頁。
(29) 宇賀克也「市営と畜場廃止に伴う支援金支出の適法性」自治実務セミナー2012年３月号
43頁。
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いない補助金の支出が、直ちに違法の原因とはなら
(30)
ない。上告審が、市費補助等
取扱要綱の趣
・
旨
・
を損なうものではないかを判断すべきとしたのも、このような考
え方に立っているからであろう。そもそも、法律による行政の原理からは、要綱
による補助金の交付そのものが問題となり得るが、当不当の問題はともかく、そ
れ自体違法であるとする裁判例や学説は見当たら
(31)
ない。また、地方公共団体が交
付する多くの補助金が、条例や規則の根拠を持たずに、内部的な要綱に依拠して
支出されているのも事実である。
ところで、補助金交付行政において、要綱はどのような規範的意義を持つので
あろうか。補助金交付行政の統制という観点から、要綱の内容を、公益上の必要
性の判断にかかわる実体的要件を定めた規定と、交付の手続的要件を定めた規定
に分けて考える必要が
(32)
ある。まず、実体的要件に関しては、地方公共団体が自ら
補助金の交付に関する要綱を制定した以上、当該要綱から離脱するときには合理
的な理由を示さなければな
(33)
らず、司法審査の段階においても、裁判所は裁量審査
にかかわる規制規範として要綱を用いるべきである。しかしながら、補助金交付
に関する要綱は、実体的要件に関する規定は乏しいのが現状であり、実体的要件
審査において有効に機能するとは思えない。これは、個別の補助金要綱において
は、当該補助金が公益性を有することを前提にしており、また、補助金に関する
一般要綱においては、そもそも詳細な実体的要件の規定することが不可能もしく
は望ましくない場合であることに起因する。以上のような補助金要綱の実態にか
んがみると、司法審査における手続的統制が有効性を発揮することになり、上告
審判決が、実体的瑕疵のない補助金支出であっても手続的瑕疵があれば違法とな
り得るとし、さらには、結果的には本件支援金が他に流用されなかったとしても
手続的瑕疵によって違法となる可能性を示唆した
(34)
ことは重要な意味を持つもので
(30) 碓井・前掲注（15）25頁、深澤龍一郎「上告審判批」平成23年度重要判例解説53頁、野
呂充「上告審判批」民商法雑誌143巻４＝５号504頁507頁、宮森征司「上告審判批」自治研
究第88巻８号150頁。
(31) 甲府地裁平成24年９月28日判決（裁判所ウェブサイト掲載判例）は、「補助金の交付に
関する定めを要綱の形式で行ったことについては、法律による行政の原理の観点からみれ
ば、補助金の交付はいわゆる受益的行政行為に属するものであり、必ずしも法律の規定によ
って手続及び基準等を定めなければならないものではないから、本件要綱を定めて補助金を
交付すること自体が裁量権の逸脱、濫用であるということもできない。」としている。
(32) この点に関して、「手続的審査は、公益上の必要性に関する裁量統制手法として今後有
効性を発揮するものと思われる。」（原田大樹「上告審判批」判例セレクト2010［Ⅱ］11頁）
とする見解は、賛同できない。
(33) 深澤・前掲注（30）判批53頁。
(34) 仲野武志「上告審判批」法学第74巻第３号82頁、友岡史仁「上告審判批」法学セミナー
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ある。
②本件判決の検討
本件要綱も、補助金交付に関する一般要綱であることもあり、その内容は実体
的要件より手続的要件が主をなしている。その主な内容は、申請書の提出（同第
２条）、支出の際の指令書の交付（同３条）、被交付者の清算書の提出（同４条）な
どである。さらに、３条の指令書には、補助の条件として、ア．目的以外に使用
してはならない、イ．事業の計画変更等がある場合には、事前に承認を受けなけ
ればならない、ウ．補助金の使途が不適当と認めたときは、補助金の全部又は一
部の返還を命じることがある、エ．清算書は速やかに提出しなければならない、
オ．補助金については八代市監査委員の監査がある旨が記載されて
(35)
いる。
本件判決は、以上のような本件要綱の趣旨について、補助金の支出の必要性や
金額の相当性等を判断するとともに（第２条）、支出された補助金が他に流用さ
れることを防止すること（第３条、第４条）にあると解されるとしている。そし
て、上記趣旨に照らして、本件支援金の支出に手続的違反があったかを検討して
いる。第２条の趣旨と関係では、市の職員が利用業者に対して直接調査を行い、
また、本件支援金の支出や金額等について検討していることから、その支出の必
要性や金額の相当性等についての判断が行われていると認められるとした。第３
条と第４条の趣旨に関しては、ア．本件支援金支出のための各契約書には、指令
書に記載すべき支給金額、支給の目的に加え、利用業者については、その趣旨に
沿って使用するものとする旨の条項があること、イ．控訴人又は市は、利用業者
等に対しては、契約上、契約の履行を確保するための調査や指導をすることが可
能であるほか、本件支援金について趣旨に反した支出をした場合等において、そ
の金員の返還を求める等の措置を採ることが可能であると解されこと、ウ．市
は、利用業者等に対し、本件支援金を給付するにつき、本件支援金の趣旨及び使
途についての説明・指導を行っていること、エ．監査委員も、本件支援金の使途
について調査の対象であることを認識し、これについて監査ができる状況にあっ
たということができること、オ．さらに、利用業者らに対する聞き取り調査の結
果、支給の趣旨に反した支出をしたとは認められなかったことを説示し、他への
流用の防止という市費補助等取扱要綱の趣旨が損なわれているものとはいえない
と
(36)
した。
本判決は、実際に行われた損失補償金支出の手続を、本件要綱の手続に当ては
666号119頁も同趣旨。
(35) 本判決の第２、３、（２）、ア（判自353号79～80頁）。
(36) 本判決の第３、２、（３）、イ、（エ）、a～f（判自353号94～95頁）。
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めることによって、本件要綱の定めた手続的要件を充足させている。上記の詳細
な説示に特に不合理な点があるとは言えず、首肯で
(37)
きる。また、仮に、最初から
補助金としての支出を考え、本件要綱に則った手続を取ったとしても、特に問題
となることはなかったと理解することができる。しかしながら、要綱の定める形
式上の手続を全く経ていない本件支援金の支出を、要綱の趣旨に反するものでは
なく、従って手続違反はなかったとしたことは、結果的には、実体面だけでなく
手続目においても裁量を広く認め、緩やかな裁量審査を行ったということがで
き、この点も、今後最高裁がどのような判断をするのかが注目さ
(38)
れる。
(３）結局、本件判決は、本件支援金を補助金と解することにより、実質的に
議会による予算統制の潜脱となるような違法な予算執行を許容するに等しい結果
をもたらしたものとはいえず、また、その支出方法が市費補助等取扱要綱の趣旨
を損なうものとはいえないとして、上告審が示した二つの判断事項のいずれに関
しても、手続的違法はないと結論付けている。本件支援金を補償金とすることに
よって、市の執行部に不当に予算を取得する目的があったとは言えず、補償金と
補助金のいずれかを選ぶべきかに関し一応の熟慮を経て判断したこと、そして、
本件支援金の支出に至るまでの経緯、予算案が議会に提出されるまでの経緯、予
算審議過程におけるやり取りなどを見ると、市の執行部と議会は本件支援金の性
質について同じ理解をしていたことが認められる。また、本件において、結果的
に、議会による予算審議に不備があったとしても、それを執行部の責任とするこ
とはできず議会の責に帰する問題であって、少なくとも議会による予算統制の潜
脱のような違法な予算執行ということはできない。以上からすると、上記結論
は、首肯できるものである。
ただし、補助金交付行政の手続的統制に関する本判決の射程範囲を広く捉える
ことには、賛同できない。その理由として、まず、本判決の射程範囲を拡大解釈
することは、上告審が示した補助金交付行政に対する手続的統制の道を狭めるこ
とになるからである。また、地方公共団体の首長と議会が協力して行われた補助
金の交付に関しては手続的統制がほとんど及ばなくなってしまうこともその理由
の一つである。本件は、そもそも損失補償によるべきか補助金によるべきかが曖
昧な事案において、いずれの手続をとるべきかが明確でなかった事案であり、ま
た、実際に行った支出手続が都合よく補助金交付の手続要件を充足していたとい
う特殊性に起因して手続的瑕疵が否定された事例として理解すべきであろう。
(37) 宇賀・前掲注（29）42頁も同趣旨のように思われる。
(38) 宇賀・前掲注（29）43頁。
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Ⅳ．おわりに
地方公共団体による公共施設の運営・廃止ないし公共事業の実施・廃止が、住
民に何らかの経済的損失・損害ないし不利益をもたらす場合が多々ある。その際
の行政の対応は、事案によって様々であり、さらには同じ事案であっても各地方
公共団体によって対応が異なる場合がある。実際、平成９年のと蓄場法施行令の
改正と同12年の施行に伴って、全国でと蓄場の廃止が相次いだ際、補償金を支払
った事例もあれば、民事調停による和解金を支払った事例（堺市）もあり、また
全く対応していない事例もあるなど、自治体ごとに対応が異なっていた。本判決
は、今後、同様なケースにおける補助金の活用の可能性を広げたものといえ、ま
た、損失補償的な意味合いを有する補助金として想定されるケース、支出の方
法、既成規範との調和の問題などを考えるに当たって参考となる判例といえよ
う。
本稿では、本件支援金支出の公益上の必要性判断と手続的違法性の判断を中心
に検討したが、概して、そのいずれに関しても緩やかな判断をしているというこ
とができる。このことは、地方自治の尊重の観点から肯定的に捉えることも可能
であろう。反面、本件は地方公共団体の公金の支出を争う住民訴訟の事例であ
り、この場合の司法統制は住民による行財政統制でもあるという根源的な観点か
らは、行き過ぎた司法消極主義ないし団体自治の尊重は住民訴訟制度の存在意義
そのものを危うくするものであり、ひいては住民自治の観点に欠けている、とい
う批判は十分想定されるところである。本件は、現在、上告・上告受理申立中で
あり、上記点を含めて、最高裁がどのような判断を下すのかが注目される。
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